
○御前崎市社会福祉法人指導監査実施要綱 

(平成 29 年 8 月 22 日告示第 124 号) 

 (目的) 

第 1 条 この告示は、社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号。以下「法」という。)第 56 条第

1 項の規定に基づき、社会福祉法人(以下「法人」という。)の自主性及び自律性を尊重し、

法令又は通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確認を行う

ことによって、適正な法人運営及び社会福祉事業の健全な経営の確保を図ることを目的

とする。 

(監査の実施機関等) 

第 2 条 指導監査は、健康福祉部福祉課(以下「福祉課」という。)が実施する。 

2 指導監査を行う職員(以下「指導監査職員」という。)は、福祉課の職員をもって充てる。

ただし、必要に応じて、関係課の職員を加えることができる。 

(監査方針及び主眼事項) 

第 3 条 市長は、毎年度指導監査開始時までに指導監査方針及び主眼事項を策定するもの

とする。 

(監査の種別) 

第 4 条 指導監査は、一般監査と特別監査とし、いずれも実地において行う。 

2 一般監査は、第 5 条第 1項に規定する実施計画に基づいて一定の周期で実施する。この

場合において、「指導監査ガイドライン」(平成 29 年 4 月 27 日雇児発 0427 第 7 号・社

援発 0427 第 1 号・老発 0427 第 1 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局

長、老健局長連名通知別紙。以下「指導監査ガイドライン」という。)に基づいて行うこ

と。 

3 特別監査は、運営等に重大な問題を有する法人を対象として、随時実施する。この場合

において、「指導監査ガイドライン」に基づいて行うほか、当該問題の原因を把握する

ため、必要に応じて詳細な確認を行うこと。 

(一般監査の実施計画) 

第 5 条 一般監査実施計画は、毎年度指導監査開始時までに福祉課で作成する。 

2 一般監査は、次のとおり実施する。 

(1) 毎年度法人から提出される報告書類により法人の運営状況を確認するとともに、前

回の指導監査の状況を勘案し、以下の事項を満たす法人に対する一般監査の実施の周

期については、3箇年に 1回とする。 

ア 法人の運営について、法令及び通知等(法人に係るものに限る。)に照らし、別表 1

に定める特に大きな問題が認められないこと。 

イ 法人が経営する施設及び法人の行う事業について、施設基準、運営費、報酬の請

求等に関し、別表 2に定める大きな問題が特に認められないこと。 

（別紙 01） 



ウ 社会福祉協議会については、ア、イのほか別表 3に定める運営に係る特に大きな

問題が認められないこと。 

(2) 前号ア及びイ(社会福祉協議会については、前号ア、イ及びウ)に掲げる事項につい

て問題が認められない法人において、会計監査人による監査等の支援を受け、会計監

査人の作成する会計監査報告書等が次の各号に掲げる場合に該当する場合にあっては、

毎年度法人から提出される報告書類を勘案の上、当該法人の財務状況の透明性及び適

正性並びに経営組織の整備及びその適切な運用が確保されていると判断するときは、

前号の規定にかかわらず、一般監査の実施の周期を、次に掲げる周期まで延長するこ

とができる。 

ア 法第 36 条第 2 項及び法第 37 条の規定に基づき会計監査人を設置している法人に

おいて、法第 45 条の 19 第 1 項及び社会福祉法施行規則(昭和 26 年厚生省令第 28

号)第 2 条の 30 の規定に基づき作成される会計監査報告に「無限定適正意見」又は

「除外事項を付した限定付適正意見」(除外事項について改善されたことが確認でき

る場合に限る。)が記載された場合 5 箇年に 1 回 

イ 会計監査人を設置していない法人において、法第 45 条の 19 の規定による会計監

査人による監査に準ずる監査(会計監査人を設置せずに、法人と公認会計士又は監査

法人との間で締結する契約に基づき行われる監査であって、会計監査人による監査

と同じ計算関係書類及び財産目録を監査対象とする監査をいう。以下同じ。)が実施

され、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外事

項を付した限定付適正意見」(除外事項について改善されたことが確認できる場合に

限る。)が記載された場合 5 箇年に 1 回 

ウ 公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人(以下「専門家」という。)による

財務会計に関する内部統制又は事務処理体制の向上に対する支援を受けた法人にお

いて、専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として「会計監査及び専門家によ

る支援等について」(平成 29 年 4 月 27 日社援基発 0427 第 1 号厚生労働省社会・援

護局福祉基盤課長通知。以下「会計監査及び専門家による支援等について」とい

う。)に定めるものが提出された場合 4 箇年に 1回 

(3) 第 1 号ア及びイ(社会福祉協議会については、第 1 号ア、イ及びウ)に掲げる事項に

ついて問題が認められない法人のうち、前号に掲げる場合に該当しない法人において、

苦情解決への取組が適切に行われ、次に掲げるいずれかに該当し、良質かつ適切な福

祉サービスの提供に努めていると判断される場合は、第 1号の規定にかかわらず、一

般監査の実施の周期を 4 箇年に 1回まで延長することができる。 

ア 福祉サービス第三者評価事業を受審し、その結果について公表を行い、サービス

の質の向上に努めていること(一部の経営施設のみ福祉サービス第三者評価を受審し

ている場合においては、法人全体の受審状況を勘案して判断する。)又は ISO9001 の

認証取得施設を有していること。 



イ 地域社会に開かれた事業運営が行われていること(例えば、福祉関係養成校等の研

修生の受入れ又は介護相談員の受入れに加え、ボランティアの受入れや地域との交

流が積極的に行われていること等)。 

ウ 地域の様々な福祉需要に対応した先駆的な社会貢献活動に取り組んでいること。 

(4) 新たに設立された法人に対する一般監査については、設立年度又は次年度において

実施すること。 

(5) 法人の運営等に関する問題が発生した場合や、毎年度法人から提出される報告書類

の内容から当該法人の運営状況に問題があると認められる場合については、実施計画

にかかわらず、必要に応じて監査を実施する等適切に対応すること。 

(指導監査事項の省略等) 

第 6 条 法第 36 条第 2 項及び法第 37 条の規定に基づき会計監査人を設置している法人並

びに法第 45 条の 19 に規定する会計監査人による監査に準ずる監査を実施している法人

については、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外

事項を付した限定付適正意見」が記載されている場合には、「指導監督ガイドライン」

の III「管理」の 3「会計管理」に関する監査事項を省略することができる。ただし、

「除外事項を付した限定付適正意見」である場合は、除外事項に関して、理事会等で協

議の上、改善のための必要な取組を行っているかについて、指導監査において確認する

ものとする。 

2 専門家による財務会計に関する内部統制又は事務処理体制の向上に対する支援を受けて

いる法人については、専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として「会計監査及び

専門家による支援等について」に定めるものにより、会計管理に関する事務処理の適正

性が確保されていると判断される場合には、「指導監査ガイドライン」の III「管理」の

3「会計管理」に掲げる監査事項を省略することができる。 

3 第 1 項の会計監査及び前項の専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支

援を受けている法人に対する一般監査を実施するに当たっては、「指導監査ガイドライ

ン」の I「組織運営」に掲げる項目及び監査事項に関して、会計監査を行った者又は専門

家が当該支援を踏まえて作成する書類として「会計監査及び専門家による支援等につい

て」に定めるものの内容を活用し、効率的に実施するものとする。 

(監査の実施方法) 

第 7 条 一般監査は、原則として、次の方法により行うものとする。 

(1) 監査日の 2 週間前までに対象となる法人に対し、監査期日、指導監査職員の職氏名、

監査の実施場所等、監査に必要な事項について文書をもって通知し、監査日の 1 週間

前までに要領に定める監査資料の提出を求める。 

(2) 指導監査職員は、法人から提出された監査資料及び前回監査の指摘事項を十分に分

析、検討し、あらかじめ問題点の所在を把握しておく。 



(3) 監査は、提出された監査資料、証拠書類等により、当該法人の理事長、理事、監事

その他職員(以下「役職員」という。)から運営状況等について説明を求め、第 10 条に

規定する事項を監査する。 

2 特別監査は、福祉課及び関係課等で十分な協議を行い、その都度、個別に定めた方法に

より行うこと。 

(関係都道府県知事等との協力) 

第 8 条 市長は、法第 56 条第 1項及び第 4項から第 9項まで並びに第 56 条の事務を行う

ため必要があると認めるときは、関係都道府県知事等(社会福祉法人の事務所、事業所、

施設その他これらに準ずるものの所在地の都道府県知事又は市区町村長であって、当該

社会福祉法人の所轄庁以外のものをいう。)に対し、情報又は資料の提供その他必要な協

力を求めること。 

(趣旨説明等) 

第 9 条 指導監査職員は、指導監査に当たって、当該法人の役職員に対し、あらかじめそ

の趣旨を説明しなければならない。 

(指導監査事項) 

第 10 条 法人の指導監査は、「指導監査ガイドライン」に基づき、次の事項について行う

ものとする。 

(1) 法人運営の状況 

(2) 事業の状況 

(3) 管理の状況 

(4) 前回指導監査指示事項に対する是正改善状況 

(5) その他必要と認められる事項 

(結果の復命等) 

第 11 条 指導監査職員は、指導監査終了後、速やかに指導監査の結果について、要領に定

める指導監査調書及び指導票により市長に復命又は報告すること。 

(監査結果の結果) 

第 12 条 指導監査の結果に基づいて行う法人への指導は、以下のとおり実施する。この場

合において、施設を所管する関係課の意見を求めることができる。 

(1) 法令又は通知等の違反が認められる場合 

ア 違反が認められる事項については、原則として、改善のための必要な措置(以下

「改善措置」という。)をとるべき旨を文書により指導する。 

イ 違反の程度が軽微である場合又は違反についてアの指導を行わずとも改善が見込

まれる場合は、口頭により指導することができる。 

(2) 法令又は通知等の違反が認められない場合 

法人運営に資するものと考えられる事項についての助言を行うことができる。 

(3) 第 1 号イ及び前号の指導等を行う場合は、法人と指導等の内容に関する認識を共有

できるよう、第 1号アとは別に書面により交付するものとする。 



2 前項の指導に際しては、常に公正不偏かつ懇切丁寧であることを旨とし、単に改善を要

する事項の指導にとどまることなく、具体的な根拠を示して行うものとする。また、法

人との対話や議論を通じて、指導の内容に関する真の理解を得るよう努め、自律的な運

営を促すものとする。 

(改善状況の報告) 

第 13 条 改善措置の具体的な内容については、期限を付して是正及び改善計画(以下「是

正等」という。)の報告を求めるものとする。 

2 法人における改善状況の確認のため必要と認める場合には、実地において調査を行うこ

とができる。 

(改善計画の確認等) 

第 14 条 前条に基づき法人から是正等の報告を受けた場合には、その内容を十分審査し、

適正と認められる場合には受理するとともに、法人に対し是正等の報告を受理した旨の

文書を送付する。 

2 前項に規定する審査の結果、是正等の履行が確認できない場合は、法人の事務所等にお

いて是正指導を行うとともに、期限を定めて是正及び改善状況の報告を求めるものとす

る。 

3 前項に規定する是正指導後においても、是正等の履行を正当な理由がなく怠っていると

認められる場合は、第 4 条第 3項に基づく特別監査を実施する。 

(行政処分等) 

第 15 条 前条第 3 項の特別監査にもかかわらず改善が図られない場合には、法第 56 条第 4

項又は第 58 条第 2 項の規定に基づき、改善のために必要な措置をとるべき旨の勧告(以

下「改善勧告」という。)をする等所要の措置を講ずる。 

2 前項の改善勧告を受けた法人が、当該勧告に従わなかったときは、法第 56 条第 5 項の

規定に基づき、その旨の公表をすることができる。 

3 第 1 項の改善勧告を受けた法人が、正当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとらなか

ったときは、法第 56 条第 6項又は第 58 条第 3 項の規定に基づき、当該勧告に係る措置

をとるべき旨の命令(以下「改善命令」という。)をすることができる。 

4 前項の改善命令に従わないときは、法第 56 条第 7 項及び第 8 項の規定に基づく業務の

全部若しくは一部の停止の命令、役員の解職勧告又は解散命令等を検討の上、適切な改

善措置を速やかに実施する。 

5 前項の事項を行う場合は、法第 56 条第 9項の規定に従い弁明の機会を与えるものとす

る。 

(結果の活用) 

第 16 条 指導監査の結果は、関係課等に情報提供することができる。 

(監査結果の報告) 

第 17 条 市長は、指導監査の結果を所定の手続に従い、静岡県に報告しなければならない。 

(監査結果の公表) 



第 18 条 福祉課で集約した指導監査の結果及び法人からの改善報告については、別途定め

るところにより、公表を行うものとする。 

(関係課等との連携) 

第 19 条 法人運営と施設等の運営とは相互に密接な関係を有するものであることから、法

人の指導監査を行うに当たっては、当該法人の施設等が所在する区域の行政庁に必要な

情報又は資料の提供その他必要な協力を求める等、十分に連携を取りながら実施するも

のとする。 

2 指導監査の過程において、労働関係法令、消防関係法令等福祉課が処分権限を有さない

法令又は通知に関する違反の疑いのあるものを発見した場合は、施設監査の所管課又は

当該法人の施設等が所在する区域の行政庁と十分に連携を図りながら、法人に対して管

轄機関への確認を促す等の指導を行う。この場合において、法人と指導内容の認識を共

有できるよう配慮するとともに、必要に応じて、処分権限を有する関係機関へ通報する

等の措置をとることにより、適切に対応するものとする。 

(研修) 

第 20 条 市長は、指導監査職員を積極的に研修に参加させ知識の向上を図るものとする。 

(その他) 

第 21 条 この告示に定めるもののほか、指導監査の実施に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

別表１(第 5条関係) 

国指導監査要綱 法人の特に大きな問題 

「法人が経営する施設及び法人の行う事

業について、施設基準、運営費並びに報

酬の請求等に関する大きな問題が特に認

められない。」(「社会福祉法人指導監査

実施要綱の制定について」(平成 29 年 4

月 27 日付け厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長、同社会・援護局長、同老健局

長通知) 3 -(1)-イ) 

1 特定の個人(又は特

殊な関係にある少数の

者)の独断による法人

運営 

(1) 役員報酬が勤務実

態に即して支給されて

いない。 

また、役員報酬規程が

適切に定められていな

い。 

(2) 役員が長期欠員と

なっている。 

(3) 監事としての機能

が働いていない。 

(4) 開示用の決算書類

等が整備されていな

い。 

(5) 特定の個人(又は特

殊な関係にある少数の

者)が法人資産を独占し



ている。 

所定の手続を経ずに処

分、貸与、又は担保に

供している。 

(6) 不要な資産の不適

切な取得、所有があ

る。 

2 理事会、評議員会が

形骸化しており、役員

(評議員を含む。)の選

任、新規事業、資金借

入、基本財産処分等の

重要事項が未審議 

理事会、評議員会が機

能していない。 

3 資産又は会計管理上

の不備(法人の事業と

無関係な担保提供、理

由がない高額な随意契

約及びその契約先から

高額な寄附、会計処理

上の問題が多発) 

(1) 競争入札や複数業

者からの見積合わせ、

市場価格調査等により

適正に行われていな

い。 

(2) 資金が当該法人外

へ流出している。 

(3) 取引先からの多額

の寄附がある。 

4 財政の悪化及び再建

中の場合 

(1) 長期借入金償還が

不履行となっている。 

(2) 継続した社会福祉

事業を行うための必要

な資金が確保されてい

ない。(当期末支払資金

残高に資金不足が生

じ、かつ当期活動収支

差額に資金不足が生じ

ている。) 

5 新設法人 法人運営が適正に行わ

れるまで指導を実施す

る。(新設から 3 年間) 

6 その他 (1) 指導監査に係る改

善指導事項について、

改善措置が講じられて

いない。 

(2) 県に通報、苦情等

が寄せられた法人(利用

者の処遇関係を除く。) 

別表 2(第 5 条関係) 



国指導監査要綱 施設の大きな問題 

「法人が経営する施設及び法人の行う事業に

ついて、施設基準、運営費並びに報酬の請求

等に関する大きな問題が特に認められな

い。」(「社会福祉法人指導監査実施要綱の制

定について」(平成 29 年 4 月 27 日付け厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長、同社会・援

護局長、同老健局長通知) 3 -(1)-イ) 

1 施設最低基準の違反

(職員の未充足、居室

等の不適当な転用等) 

(1) 直接処遇職員等

が配置基準を満たし

ていない。 

(2) 居室等が施設最

低基準を満たしてい

ない。 

(3) 耐震性能が劣る

施設において、具体

的な対策が確定して

いない。 

(4) 入所者への虐待

が行われている。 

(5) 身体拘束が不適

切に行われている。 

(6) 苦情処理体制が

整っていない。 

2 施設・事業の会計管

理が不適切(多額の過

誤請求、理由がない高

額な随意契約及びその

契約先からの高額な寄

附、会計処理上の問題

が多発) 

(1) 資金が法人外へ

流出している。 

(2) 施設整備、施設

運営について、競争

入札や複数業者から

の見積合わせ、市場

価格調査等により適

正に行われていな

い。 

(3) 現金、預金、有

価証券の管理が不適

切となっている。 

(4) 取引先からの多

額の寄附がある。 

(5) 介護報酬等が不

正に請求されてい

る。 

(6) 会計処理に不備

が多発している。 

(7) 内部けん制体制

の不備がある。 

3 その他 指導監査に係る改善

指導事項について、

改善措置が講じられ

ていない。 

別表 3(第 5 条関係) 

社会福祉協議会の運営に係る特に大きな問題 



事業実施における法及び関係

通知違反 

(1) 事業活動が法及び通知に違反している。 

(2) 社会福祉協議会の目的にふさわしくない事業を実施又

は受託している。 

 


